
　４　産業構造

(1)産業（大分類）別就業者数（国勢調査）

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

総数 19,315 100.0% 19,258 100.0% 19,590 100.0% 19,544 100.0%

第一次産業計 768 4.0% 653 3.4% 633 3.2% 536 2.7%

　農業 736 3.8% 632 3.3% 604 3.1% 504 2.6%

　林業 1 0.0% 1 0.0% 2 0.0% 6 0.0%

　漁業 31 0.2% 20 0.1% 27 0.1% 26 0.1%

第二次産業計 3,994 20.7% 3,851 20.0% 3,776 19.3% 3,539 18.1%

　鉱業 4 0.0% 2 0.0% 2 0.0% 3 0.0%

　建設業 1,577 8.2% 1,396 7.2% 1,500 7.7% 1,527 7.8%

　製造業 2,413 12.5% 2,453 12.7% 2,274 11.6% 2,009 10.3%

第三次産業計 14,553 75.3% 14,754 76.6% 15,181 77.5% 15,469 79.2%

　電気・ガス・熱供給・水道業 146 0.8% 157 0.8% 171 0.9% 183 0.9%

　情報通信業 473 2.4% 343 1.8% 357 1.8% 351 1.8%

　運輸業 726 3.8% 831 4.3% 723 3.7% 706 3.6%

　卸売・小売業 3,654 18.9% 3,360 17.4% 3,078 15.7% 3,132 16.0%

　金融・保険業 674 3.5% 677 3.5% 688 3.5% 650 3.3%

　不動産業 167 0.9% 265 1.4% 283 1.4% 315 1.6%

　飲食店、宿泊業 664 3.4% 863 4.5% 934 4.8% 886 4.5%

　医療、福祉 2,570 13.3% 3,139 16.3% 3,643 18.6% 3,873 19.8%

　教育、学習支援業 1,600 8.3% 1,626 8.4% 1,634 8.3% 1,728 8.9%

　学術研究、専門・技術 （注） － － 705 3.7% 816 4.2% 682 3.5%

　生活関連、娯楽業 （注） － － 741 3.8% 726 3.7% 704 3.6%

　複合サービス事業 151 0.8% 114 0.6% 180 0.9% 160 0.8%

2,822 14.6% 1,033 5.4% 1,020 5.2% 1,207 6.2%

906 4.7% 900 4.7% 928 4.7% 892 4.6%

※分類不能を含まない。 各年10月1日現在

注　平成17年はサービス業（他に分類されないもの）　　

　サービス業（他に分類されないもの）

　公務（他に分類されないもの）

平成17年 平成22年 令和2年平成27年
区分

768 653 633 536

3,994 3,851 3,776 3,539

14,553 14,754 15,181 15,469
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(2)事業所数と従業者数（経済センサス-基礎調査、経済センサス-活動調査）

平成24年 平成26年 平成28年 令和３年 平成24年 平成26年 平成28年 令和３年

総数 1,102 1,179 1,145 1,055 9,193 9,902 9,239 9,762

3 3 2 4 16 16 18 28

鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0
建設業 129 130 126 109 924 662 667 975
製造業 56 54 53 50 676 558 665 832
電気・ガス・熱供給・水道業 0 4 0 1 0 29 0 2
情報通信業 　　 5 3 3 5 23 11 8 30

運輸業・郵便業 30 29 26 17 714 875 634 464

卸売業・小売業 　　 339 335 345 294 2,270 2,442 2,231 2,414
金融業・保険業 11 15 15 14 134 148 383 143
不動産業・物品賃貸業 65 66 58 69 172 176 168 211

85 96 94 69 683 788 738 543

113 135 140 151 1,990 2,022 2,238 2,638

41 61 51 50 611 791 435 484

6 7 7 7 55 51 55 52

24 34 30 34 54 105 96 105

132 140 135 122 588 677 603 526

63 61 60 59 283 262 300 315

－ 6 － - － 289 － －
経済センサス基礎調査は7月1日現在 

※分類不能を含まない。 経済センサス活動調査はH24年は2月1日現在、H28、R3は6月1日現在 

※平成24年、28年、令和3年経済センサス－活動調査においては「公務」を除く。

※平成26年は経済センサス-基礎調査、平成24年、28年、令和3年は経済センサス-活動調査の数値

公務（他に分類されないもの）　
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(3)労働力状態別人口（国勢調査：15歳以上） 　

総数 32,493 19,283 15,945 2,040 193 254 851 13,127

男 15,155 11,503 10,717 62 73 123 528 3,590

女 17,338 7,780 5,228 1,978 120 131 323 9,537

総数 34,779 20,447 16,204 2,645 295 275 1,028 13,862

男 16,099 11,819 10,860 94 105 128 632 3,967

女 18,680 8,628 5,344 2,551 190 147 396 9,895

総数 35,143 20,659 16,553 2,383 324 321 1,078 14,386

男 16,155 11,789 10,705 135 107 138 704 4,319

女 18,988 8,870 5,848 2,248 217 183 374 10,067

総数 35,905 20,951 16,921 2,644 306 321 759 14,380

男 16,620 11,690 10,829 163 96 137 465 4,648

女 19,285 9,261 6,092 2,481 210 184 294 9,732

総数 34,712 20,449 16,665 2,299 380 447 658 13,263

男 16,094 10,988 10,084 164 154 174 412 4,579

女 18,618 9,461 6,581 2,135 226 273 246 8,684

※「総数」には、労働力状態「不詳」を含む。 各年10月1日現在
平成 7年
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平成17年

平成22年
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(4)経済活動別総生産（長崎県の市町民経済計算：令和２年度）

区分 計 農業 林業 水産業 鉱業 製造業 建設業
電気・ガス・

水道業
卸売・
小売業

長与町 62,889 873 13 2 0 3,105 5,684 1,678 7,931

長崎県 4,528,998 68,930 4,719 35,368 7,363 772,563 373,288 197,449 462,584

（単位：百万円）

金融・
保険業

不動産業
運輸・
郵便業

情報通信
業

宿泊・飲食
サービス業

専門・科学
業務支援

公務 教育
保健衛生・
社会事業

その他の
サービス業

956 13,413 2,778 435 895 1,931 3,392 5,615 10,393 3,795

122,912 499,626 143,148 131,982 77,540 263,776 327,915 239,628 601,878 198,329

※帰属利子等を含まない

#DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0!

農業

1.4

農業

1.5

林業, 0.0

林業, 0.1

水産業

0.8

鉱業, 0.0

鉱業, 0.2

製造業

4.9

製造業

17.1

建設業

9.0

建設業

8.2

電気・ガス・水道業

2.7

電気・ガス・水道業

4.4

卸売・

小売業

12.6

卸売・

小売業

10.2

金融・

保険業

1.5

金融・

保険業

2.7

不動産業

21.3

不動産業

11.0

運輸・

郵便業

4.4

運輸・

郵便業

3.2

情報通信

2.7

情報通信

2.8

宿泊・飲食

サービス業

1.4

宿泊・飲食

サービス業

1.7

専門・科学

業務支援

3.1

専門・科学

業務支援

5.8

公務

5.4 

公務

7.2 

教育, 8.9

教育, 5.3

保健衛生・

社会事業, 16.5

保健衛生・

社会事業, 13.3

その他の

サービス業, 6.0

その他の

サービス業, 4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

長与町

(62,889百万円)

長崎県

（4,528,998百万円）

経済活動別総生産比率（長崎県の市町村民経済計算：令和２年度）

農業 林業 水産業 鉱業 製造業

建設業 電気・ガス・水道業 卸売・

小売業

金融・

保険業

不動産業

運輸・

郵便業

情報通信業 宿泊・飲食

サービス業

専門・科学

業務支援

公務

教育 保健衛生・

社会事業

その他の

サービス業

水産業

0.0％

26


